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原油・原材料等価格高騰に係る金融支援について

（経営安定資金貸付事業）

産 業 政 策 課

１ 目 的

コロナ禍において円安の進行やウクライナ情勢の悪化等に伴う原油・原材料

等の価格高騰の影響を受け、経営に支障をきたしている県内中小企業者の資金

繰りを支援する。

２ 概 要

経営安定資金に「原油・原材料等価格高騰対策枠」を創設し、保証料を補助

することにより中小企業者の負担軽減を図る。

・対 象 者：製品等原価のうち２０％以上を占める原油・原材料等の仕入価格

が２０％以上上昇しているにもかかわらず、製品等価格に転嫁で

きていない県内中小企業者

・融 資 枠：４０億円

・限 度 額：４ ,０００万円
・貸付利率：１.３５％

・保証料率：１.４０％以下

１.１５％以下（売上高等が前年等同期に比べて減少している場合）

０.００％ （セーフティネット第５号ロ認定を受けた場合）

・貸付期間：１０年以内（据置２年以内）

・実施期間：令和４年７月１日～令和５年３月３１日（予定）

３ 予算額 １３,２００千円（保証料補助金）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

※債務負担行為額 １５８,４００千円
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≪参考≫

・経営安定資金の主な制度（令和４年７月１日～）

（要件としていないものを「－（ハイフン）」としている）

※１ セーフティネット第５号イ認定

指定業種に属する事業を行っており、最近３か月間の売上高等が前年同期比

で５％以上減少。

※２ セーフティネット第５号ロ認定

指定業種に属する事業を行っており、製品等に係る売上原価のうち２０％以

上を占める原油等の仕入価格が２０％以上上昇しているにもかかわらず、物の

販売又は役務の提供の価格（加工賃を含む。）の引き上げが著しく困難であるた

め、最近３か月間の売上高に占める原油等の仕入価格の割合が、前年同期の売

上高に占める原油等の仕入価格の割合を上回っている。

※３ セーフティネット第４号認定

原則として最近１か月の売上高等が前年等同月に比して２０％以上減少して

おり、かつ、その後２か月を含む３か月間の売上高等が前年等同期に比して２

０％以上減少することが見込まれること。

セーフティ
ネット認定

売上減少 業種
コスト
上昇

－ 減少 － － 1.35
0.35～
1.40

SN5イ
※１

5%以上
SN5

指定業種
－ 1.35 なし

SN5ロ
※２

減少
SN5

指定業種
原油等 1.35 なし

SN4
※３

20%以上 － － 1.15 なし

－ － －
原油

原材料等
1.35

0.35～
1.40

－ 減少 －
原油

原材料等
1.35

0.20～
1.15

SN5ロ
※２

－
SN5

指定業種
原油等 1.35 なし

要件
資金名

R4融資枠
(億円)

金利
(％)

保証料
(％)

貸付期間
(年)

据置期間
(年)

限度額
(万円)

 新型コロナウイルス
 感染症対策枠

110 10 2 8,000

（新）
原油・原材料等
価格高騰対策枠

40 10 2 4,000
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Ｍ＆Ａ支援事業について

（経営資源融合支援事業）

産 業 政 策 課

１ 目 的

原油価格・物価高騰等の影響により厳しい経営環境にある中で、企業規模の拡大や経

営の多角化、事業の引継ぎ等を検討している県内中小企業の取組を支援する。

２ 概 要

原油価格・物価高騰等の影響を受けている県内中小企業が行うＭ＆Ａに要する経費へ

の支援を拡充する。

〈原油・物価高騰対策特例要件〉

原油価格・物価高騰等の影響により、令和４年１月以降のいずれかの月の売上高が平

成３１年から令和３年の同月比で１０％以上減少している、又は令和４年１月以降のい

ずれかの月の主な原材料等の仕入価格が平成３１年から令和３年の同月比で２０％以上

上昇していること

単位：千円

①Ｍ＆Ａ促進型・・・相手先未定だが、Ｍ＆Ａの準備を行う中小企業者

②Ｍ＆Ａ実現型・・・当年度内でのＭ＆Ａ成立が見込まれる中小企業者

３ 予算額 ３２,５００千円（補助金）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内訳 ・Ｍ＆Ａ促進型 ０,５００千円× ５件 = ０２,５００千円
・Ｍ＆Ａ実現型 買い手：１,０００千円×２０件 = ２０,０００千円

売り手：０,５００千円×２０件 = １０,０００千円

①Ｍ＆Ａ促進型 ②Ｍ＆Ａ実現型

補助率
限度額

補助率
限度額

買い手 売り手 買い手 売り手

一般分 1/2 1,000 1,000 1/2 2,000 1,000

特例分 2/3 1,500 1,500 2/3 3,000 1,500
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原油価格・物価高騰等に係る中小企業者への支援について

地域産業振興課

１ 目 的

コロナ禍における原油価格・物価高騰等により大きな影響を受けている県内

中小企業者の経営基盤の強化に向けた取組を支援する。

２ 概 要

（１）企業競争力強化事業【拡充】

公益財団法人あきた企業活性化センターが実施する中小企業者が抱え

る課題を解決するための専門家派遣事業に要する経費を助成する。

・補 助 対 象 公益財団法人あきた企業活性化センター

・補助対象経費 専門家の派遣に要する謝金

※ 生産設備の高効率化、コスト削減、付加価値向上など有

効な物価高騰等対策についての助言・相談

・補 助 率 １０／１０

・限 度 額 １ ,８００千円
（専門家謝金３０千円×３０件×２回）

・補 助 期 間 交付決定日～令和５年２月２８日

（２）ものづくり事業者経営基盤支援事業【新規】

原油価格・物価高騰等により大きな影響を受けている県内中小企業者の

経営基盤の強化に向けた取組に要する経費を助成する。

・補 助 対 象 原油価格・物価高騰等の影響を受け、令和４年１月以降の

いずれかの月の売上高が平成３１年から令和３年の同月比

で１０％以上減少している県内中小企業者、又は令和４年

１月以降のいずれかの月の主な原材料等の仕入価格が平成

３１年から令和３年の同月比で２０％以上上昇している県

内中小企業者（製造業）

・補助対象経費 新たな生産方式の導入、省エネルギー生産設備の導入、新分

野進出、販路開拓、新商品の開発・生産に要する費用等
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・補 助 率 ２／３

・限 度 額 ２,０００千円

・補 助 期 間 交付決定日～令和５年２月２８日

３ 予算額 ６１,８００千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（１）企業競争力強化事業 １,８００千円（補助金）

（現計（当初予算） ３８,９０４千円 → 補正後 ４０,７０４千円）

（２）ものづくり事業者経営基盤支援事業 ６０,０００千円（補助金）

内訳 ２,０００千円×３０件
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電気自動車等普及促進事業について【新規】

輸送機産業振興室

１ 目 的

環境性能の高い電気自動車等の普及によるカーボンニュートラルの実現と、県内電気

自動車産業の振興を図るため、充電設備の購入・設置経費に対し助成する。

２ 概 要

急速充電器を設置する事業者に対し、購入及び設置経費の一部を助成する。

・補助対象 県内に急速充電器を設置する事業者（法人または個人事業主）

・交付要件 新品の急速充電器を設置するものであること

充電器の利用者を限定しないこと等

・補助対象経費 急速充電器の購入費及び設置工事費（消費税等を除く）

・補 助 率 ２／３

・限 度 額 購入費：１,０００千円、設置工事費：２,０００千円

３ 予算額 ２１,０００千円（補助金）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内訳 ３,０００千円×７件
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新事業創出・業態転換等支援事業

＜原油価格・物価高騰等対策枠＞について【新規】

（商業・サービス産業経営革新事業）

商業貿易課

１ 目 的

原油・原材料等の価格高騰の影響を受けている商業・サービス業者等の負担軽

減を図るため、生産性向上、省エネ化等に要する経費に対し助成する。

２ 概 要

原油価格・物価高騰等対策枠を設け、経済環境の変化に対応するための取組を

支援する。

・補助対象 原油価格・物価高騰等の影響を受け、令和４年１月以降のいずれか

の月の売上高が平成３１年から令和３年の同月比で１０％以上減少

している県内中小企業者又は令和４年１月以降のいずれかの月の主

な原材料等の仕入価格が平成３１年から令和３年の同月比で２０％

以上上昇している県内中小企業者

・補助対象経費 新商品・サービスの開発、プロセス改善等による生産性の向上、新

分野や業態転換（デジタル技術の活用等によるものも含む。）のほ

か、省エネルギーやコスト削減に資する設備等の導入に要する経費

・補 助 率 ２／３以内（グループの場合は３／４以内）

・限 度 額 １,０００千円

・補助期間 交付決定日～令和５年２月２８日

３ 予算額 ３０,０００千円（補助金）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内訳 １,０００千円×３０件

【参考】当初予算事業の内容

※補助率の()内はグループの場合の補助率

補助率 限度額 予算額

通常枠 １／３（２／３） ５,０００千円 １５,０００千円

デジタル化推進枠 １／２（３／４） ５,０００千円 ３０,０００千円

小規模企業者デジ

タル基盤整備枠

１／２（３／４） ５００千円 １５,０００千円
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燃料価格高騰に係るトラック運送事業者への緊急支援事業について【新規】

（環日本海物流ネットワーク構築推進事業）

商業貿 易課

１ 目 的

コロナ禍からの世界経済の回復に伴う原油の需要増やロシアのウクライナ侵

攻等の影響により、燃料価格が急激に高騰していることから、輸送料金への価

格転嫁が困難となっている県内トラック運送事業者の掛かり増し燃料費の一部

に対して緊急支援する。

２ 概 要

県内トラック運送事業者の掛かり増し燃料費の一部に対して支援金を支給す

る。

・対 象 者 県内に本社を有するトラック運送事業者

・委 託 先 (公社)秋田県トラック協会

・スケジュール 委託契約 ７月中

申請受付 ８月上旬～

支 払 ８月下旬～

３ 予算額 ４４１,１０３千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・補助金（支援金） ４２６,０００千円

・委託料 １２,０００千円

（人件費５名・事務費）

・報償費（人件費２名） ２,５０３千円

・需用費等 ６００千円

（支援金の積算）

軽貨物車：約 9 千円（1 台当たり）×2,000 台＝18,000 千円

小型～大型貨物車：約 60 千円（1 台当たり）×6,800 台＝408,000 千円
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【参 考】

トラック運送事業者が保有するトラック（約８．８千台）に対し、車両の大き

さと燃油使用量（本年４～６月）に応じて、車両１台ごとに該当する区分の支援

金を支給する。

（１）支援金の内訳 単位：円

○１台当たりの支援金額は、掛かり増し燃料費（３か月相当分）×３分の１

（２）支援金額の算定例（１台当たり）

大型貨物（燃油使用量大）の場合

２６.４円×２,７２１ℓ×３か月×３分の１＝７２千円
（高騰分） （燃油使用量）

(１台当たり)
トラックの大きさ

軽貨物 小型貨物 中型貨物 大型貨物

燃油使用量(小) 9,000 9,000 12,000 21,000

燃油使用量(中) 15,000 18,000 21,000 42,000

燃油使用量(大) 24,000 30,000 36,000 72,000
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産業用再エネ電力活用モデル事業について【新規】

（新エネルギー産業創出・育成事業）

エネルギー・資源振興課

１ 目 的

原油・原材料等の価格高騰の影響を受ける県内事業者のエネルギーコストの

負担軽減を図るため、太陽光発電設備等の整備費用に対し支援するとともに、

効果を県内企業に広く展開し、カーボンニュートラルに向けた取組を促進する。

２ 概 要

太陽光発電設備、蓄電池を導入する事業者に対し、設置に要する経費等の一

部を助成する。

・補 助 対 象 県内に事業所を置く企業、個人事業主で、原油価格・物

価高騰等の影響を受け、令和４年１月以降のいずれかの

月の売上高が平成３１年から令和３年の同月比で１

０％以上減少している、又は令和４年１月以降のいずれ

かの月の主な原材料等（エネルギー費も含む）の仕入価

格が平成３１年から令和３年の同月比で２０％以上上

昇している者

・補助対象設備 ①自家消費型太陽光発電設備（出力 20kW 以上）

②自家消費を目的とした電力調整を行うための蓄電池

（容量 20kWh 以上）
・補 助 額 ①太陽光発電設備 出力 1kW あたり 10 万円

②蓄電池 容量 1kWh あたり 10 万円
・限 度 額 ①太陽光発電設備 ３ ,０００万円

②蓄電池 １ ,０００万円
・補 助 期 間 交付決定日～令和５年２月２８日

・補 助 要 件 本事業の成果を県内企業に広く展開するため、補助事業

完了後５年間、発電量等を報告すること

３ 予算額 １４０,０００千円（補助金）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）
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